
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：25－005） 

 

１ フィジーのランブカ首相は、インドネシアとの外交関係樹立 50周年に合わ

せ、同国を訪問し、木曜日（4 月 24 日）にインドネシアのプラボウォ大統領と

合同記者会見を行った。 

プラボウォ大統領はフィジーとの二国間防衛協力の一環として、インドネシ

アでの合同軍事演習の実施を提案した。また、フィジーのラキラキに地域農業

研修センターの開校を支援することを表明した。同センターは今年開校予定で

ある。 

 さらにプラボウォ大統領は、職業訓練、工学、農業などの分野において、イ

ンドネシアの教育機関や学校にフィジーの若者を留学させるよう促し、パート

ナーシップ奨学金を増額すると述べた。 

 プラボウォ大統領は、フィジーを太平洋地域における重要なパートナーと捉

えており、両国は島国という点で共通の利益と課題があることを強調した。 

原文 

（24th April 2025, Antara） 

 

２ 米国務省は、気候変動に関する国際交渉を監督する「the Office of 

Global Change」（※海洋・国際環境・科学局の組織）を廃止した（4月 25日）。 

3 名の関係者（匿名）によると、今後の気候変動に係る国際協力に支障を来

たすとともに、廃止により生じる国際的なリーダーシップの空白を中国が埋め

得ることになり、戦略的な愚策だと語った。 

この動きは、パリ協定の目標達成に向け同事務局と協働していた気候担当大

統領特使室の廃止に続くものである。 

トランプ大統領はパリ協定からの離脱を表明しているが、パリ協定のベース

となる国連気候変動枠組条約（UNFCCC）からの離脱は表明していない。11 月に

ブラジルで開催される COP30 に米国が代表団を派遣するかどうかは不明である。 

原文 

（27th April 2025, TOT） 

 

３ 4 月 28 日から 30 日にかけ、韓国のプサンにおいて、「Our Ocean, Our 

Action」をテーマに、アワ・オーシャン会議（OOC）第 10 回会合が開催され、

約 100か国の海洋分野のリーダーなど約 2600名が参加した。 

https://en.antaranews.com/news/352801/indonesia-invites-fiji-to-conduct-joint-military-exercise#:~:text=Jakarta%20%28ANTARA%29%20-%20President%20Prabowo%20Subianto%20has%20invited,on%20land%2C%20at%20sea%2C%20or%20in%20the%20air.
https://talanoaotonga.to/u-s-state-department-eliminates-office-that-oversees-climate-talks/


韓国の康徒衡（カン・ドヒョン）海洋水産部長官は、冒頭挨拶において、今

回の OOC の意義について、過去 10 年間の成果を振り返るとともに、今後 10 年

間の方向性や取組のペースを議論することであることを強調した。加えて、今

次会合の最大の特徴が、民間セクターからの積極的な参加と任意拠出を通じた

海洋活動の推進である点を重視した。 

今次会合では、海洋保護区、ブルーエコノミー、気候変動、持続可能な漁業、

海洋汚染、海洋の安全保障に加え、船舶自動運航をはじめとした海洋デジタル

の促進について、それぞれのセッションにおいてパネルディスカッションが行

われ、参加国、NGO などからコミットメントの表明が行われた。 

康長官は、今次会合におけるコミットメントが、本年 6 月にフランスのニー

スで開催される第 3回国連海洋会議（UNOC3）でさらに発展していくことを期待

していると述べた。 

同長官はまた、2028 年に第 4 回国連海洋会議（UNOC4）の開催に向けてチリ

と協力しており、今次会合と UNOC4 の両方を成功裏に開催することで、責任あ

る海洋先進国として、持続可能な海洋の実現に貢献していくと述べた。 

原文 

（28th April 2025, Global Issues） 

原文 

（9th May 2025, 内閣府） 

 

４ The Ocean Exploration Trust 社は、深海地図作成プロジェクトの一環で、

マーシャル諸島海洋資源庁（MIMRA）及びナショナルジオグラフィック協会の

プリスティン・シーズと連携し、マーシャル諸島への調査船「Nautilus」の寄

港を計画している。 

300 の海山が存在するとされるマーシャル諸島周辺の深海は、まだ地図化さ

れていない。調査船「Nautilus」は、今回 1 以上の海山を地図化することを目

指している。 

同船は 2024年、カナダからパラオまで航海し、9カ国を訪問している。 

原文 

（24th April 2025, The Marshall Islands Journal） 

 

５ マーシャル諸島法務省 Sea Patrol（海上警察）の新庁舎がまもなく完成す

る。この庁舎は日本政府からの資金提供により建設されている。 

原文 

（2nd May 2025, The Marshall Islands Journal） 

 

６ パラオのウィップス大統領は、パラオの海域をより効果的に保護するため

のワーキンググループ「The Coordinated Maritime Management (CMM) Working 

Group」を設置する大統領令第 491号に署名した。 

https://www.globalissues.org/news/2025/04/28/39714
https://www8.cao.go.jp/ocean/policies/international/ooc2025/ooc2025.html
https://marshallislandsjournal.com/deep-sea-mapping-in-rmi/


CMM ワーキンググループは、公安局及び海上交通局が主導し、公衆衛生、水

産、税関、環境、観光、外務など 12を超える政府機関の長で構成される。違法

漁業、安全上の緊急事態、EEZ への侵入事案などに、より迅速かつ効果的に対

応することを目的としている。 

従来の国家捜索救助委員会の業務は CMMワーキンググループに移管される。 

パラオは、2021 年に統合運用司令センター（JOC）を設置したが、依然とし

て海洋事案への対応が分散しているため、今回の措置により、政府機関間の連

携を強化し、情報を迅速に共有し、緊急時に協力した対応を取ることで問題の

解決を図る。 

最初の会合は大統領令の 30 日以内に開催される。今回の措置は 2 年間有効

で、延長される可能性もある。 

原文 

（9th May 2025, Island Times） 

 

７ 4 月 30 日、パラオの Aimeliik 小学校及びパラオ・ミッション・アカデミ

ーにおいて、「True Blue Project」の高橋歩氏及び玉村めぐみ氏はワークショ

ップを開催し、海洋プラスチックごみからファッションアクセサリー、日用品、

アート作品を制作する方法を実演した。 

 「True Blue Project」は、海洋からプラスチックごみを除去し、有用で装飾

的なアイテムに再利用することを目的とした、環境活動かつ起業行動である。 

原文 

（2nd May 2025, Island Times） 

 

８ 5 月 6 日、ニューカレドニア議会は、同国の 130 万㎢に及ぶ EEZ 全域にお

ける鉱物資源の商業的探査、試掘、採掘を 50年間禁止する法案を可決した。非

侵略的な科学的調査については許可が与えられる。 

ニューカレドニアは、世界有数の海洋生物多様性を誇る海域である。未開発

のまま残るサンゴ礁は現在世界全体の約 3 分の 1 がニューカレドニア周辺海域

に存在するが、全世界のサンゴ礁全体のわずか 1.5%となっている。 

ニューカレドニアが、米トランプ大統領が 4月 24日に国際海域での深海採掘

を許可する大統領令に署名した直後にこの法案を可決することで、長期的な環

境保護を選択する一方、ナウルとクック諸島は海底探査への支持を表明してい

る。今年初めに太平洋諸島フォーラム（PIF）でこの問題について議論が開始

されたが、いまだに共通のコンセンサスは得られていない。 

原文 

（6th May 2025, Islands Business） 

 

９ 5月 5日、米海軍第 7艦隊のフラッグシップ「USSブルーリッジ」（LCC 19）

がスバに寄港した。これは 1998年以来の寄港であり、第 7艦隊とフィジーとの

安全保障分野における関係深化を強調するものである。 

「USS ブルーリッジ」は、世界最大級の指揮艦で、西太平洋とインド洋にお

ける作戦指揮と計画立案を行いながら、地域安定と海洋安全保障を促進するこ

https://islandtimes.org/whole-government-effort-needed-to-protect-palaus-waters-whipps/
https://islandtimes.org/true-blue-project-offers-palauans-a-creative-way-to-protect-oceans-earn-income/
https://islandsbusiness.com/news-break/new-caledonia-bans-dangerous-seabed-mining-for-half-a-century/


とを主な任務としている。米海軍の中でも最古参の現役の軍艦であり、1979 年

よりインド太平洋での任務に就いている。 

本寄港中、乗組員らは一連の地域社会貢献活動に参加する。また、フィジー

海軍の高官や地方自治体の指導者との会談も予定されている。 

原文 

（6th May 2025, Islands Business） 

 

１０ ユナイテッド航空は、2025 年 10 月 29 日からパラオと日本との直航便の

運航を開始する。 

週 2 便を予定しており、水曜日と土曜日に成田からコロールへ、木曜日と日

曜日にコロールから成田への便が運航される。 

この路線は、パラオ・パシフィック・リゾートやインディゴ・ホテルなどの

民間企業連合によるマーケティングを含む支援により、少なくとも 3 年間運航

される予定である。 

原文 

（9th May 2025, Island Times） 

 

１１ 昨年 7月にマーシャル諸島政府（RMI）に引き渡された、世界でも革新的

な低炭素帆走貨物船「SV Juren Ae」が、マーシャル諸島海運会社（MISC）によ

る運航を開始した。国内の海上輸送に活用される。 

同船はドイツ国際協力公社（GIZ）との協力のもと 1000 万ドルの融資を得て、

韓国で建造された。 

RMIの Albon Ishoda 駐韓大使は、同船について、「48メートル、400トンの

帆走貨物船で、クリーンエネルギーである風力と太陽光を利用することで燃料

費を 80％節約することができる。」と述べた。 

 また同大使は、他の太平洋島嶼国においても建造の計画があり、例えばフィ

ジーはより大型の 60メートルの船舶に関心を示していると述べた。 

「SV Juren Ae」は、特に太平洋島嶼国のような燃料価格の高い地域において

帆走式貨物船の初のビジネスケースを提示するのみならず、海運における低炭

素技術や概念を他の太平洋島嶼国においても採用するきっかけを提供している。 

原文 

（9th May 2025, Island Times） 

 

 

  

https://islandsbusiness.com/news-break/uss-blue-ridge-arrives-in-fiji-for-first-visit-since-1998/
https://islandtimes.org/palau-secures-air-link-to-asia-unlocks-global-hub-potential/
https://islandtimes.org/marshall-islands-trials-out-new-first-low-carbon-cargo-ship-adb-interested-in-the-rmi-ground-breaking-initiative/


 

 


